別紙１
消防水利施設協議書
和歌山市消防長（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、和歌山市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番地において施工する開発行為により設置する消防水利施設につき都市計画法第３２条第２項の規定に基づき、次のとおり協議した。
１　乙は、開発区域における消防水利施設として、消防水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７号）により、次の施設を設置する。
　　なお、設置する消防水利施設の施工については、和歌山市消防局の指示に従う。
⑴　防火水槽　　　４０立方メートル級　　　　　　　基
　　　　　　　　　２０立方メートル級　　　　　　　基
⑵　消火栓　　　　　　　　　箇所（管径　　　　　　　ミリメートル）
⑶　その他
２　乙は、消防水利施設の施工に際して、和歌山市消防局の定める工事届を提出し、工程及び完成検査を受けるものとする。
３　消防水利施設及びその施設の用に供する土地は、都市計画法第３６条第３項の規定による公告の日の翌日において、和歌山市が管理を引継ぎ、和歌山市に帰属するものとする。ただし、引継ぎ又は帰属した日から１か年を経過するまでの間に、乙の責めに帰する事由により破損等した場合には、乙の負担において修理等を行うものとする。
　　なお、修理した場合は、この完了検査の日から１年を経過する日まで期間を延長する。
４　消火栓にあっては、上水道施設が和歌山市に移管されるまでは、乙が管理するものとする。
５　都市計画法第４０条第２項の規程により和歌山市に帰属することとなる消防水利施設の用に供する土地については、乙が登記承諾書、印鑑証明書及び分筆後の土地登記簿謄本等必要な図書をそろえて寄付の申出をするものとする。
　　なお、寄付申出に合わせて管理引継申請も行うものとする。
６　甲は、乙から寄付申出を受けた場合は、速やかに登記その他必要な手続を行うものとする。
７　この協議に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、必要に応じ甲乙協議して定める。
上記協議の証としてこの協議書を２通作成し、双方記名押印の上、各自その１通を保有する。
　　　　　年　　月　　日
甲　　和歌山市八番丁１２番地
和歌山市消防長　　　　　　　　　　　印
乙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
